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1　はじめに
標記JIS Z 3318は2010年にISO整合化改正を行った。

対応国際規格は「ISO 17634：2004，Welding consumables 
－Tubular cored electrodes for gas shielded metal arc 
welding of creep-resisting steels－Classification」である。

本稿では，JIS Z 3318:2010で規定した内容について解
説する。

2　JIS Z 3318の適用範囲
モリブデン鋼およびクロムモリブデン鋼は，高温・高

圧の圧力容器用鋼として，火力発電ボイラ，石油精製，
石油化学，石炭液化，石炭ガス化などの各種分野での反
応容器などに広く使用されており，これらの鋼種の溶接
にもフラックス入りワイヤが採用されている。

そこで，JIS Z 3318：2010では，JISと国際規格との
整合化を行うため名称を“モリブデン鋼及びクロムモリ
ブデン鋼用マグ溶接フラックス入りワイヤ”に変更し
た。JIS Z 3318：2010の適用範囲は，低合金鋼であって
耐クリープ性をもつモリブデン鋼およびクロムモリブデ

ン鋼のマグ溶接に溶接後熱処理を行って使用するフラッ
クス入りワイヤ（以下，ワイヤという）について規定し
ている。

旧JISでは，適用鋼種が５種類のフラックス入りワイ
ヤが規定されていたが，JIS Z 3318：2010では，ISO 
17634：2004に整合するように，溶着金属の化学成分で
あるCrおよびMoの範囲を拡大し，モリブデン鋼および
クロムモリブデン鋼用マグ溶接フラックス入りワイヤに
ついて作成したものである。

3　溶接材料の種類の記号の付け方
この規格のフラックス入りワイヤの区分記号は，旧規

格では，溶接ワイヤを示す記号，フラックス入りワイヤ
を示す記号，適用鋼種を表す記号およびシールドガスを
示す記号の４区分であったが，ISO 17634 System Bと
の国際整合化のために，アーク溶接フラックス入りワイ
ヤを示す記号，溶着金属の機械的性質を示す記号，使用
特性を示す記号，適用溶接姿勢を示す記号，シールドガ
スを示す記号，溶着金属の化学成分を示す記号および溶
着金属の（拡散性）水素量を示す記号の７区分とした。

図１にモリブデン鋼およびクロムモリブデン鋼用マグ
溶接フラックス入りワイヤの種類の記号の付け方を例と
ともに示し，以下に個別記号区分を解説する。また，旧
規 格（JIS Z 3318：1999） と 改 正 規 格（JIS Z 3318：
2010）の区分記号を対比して表１に示し，個々の区分記
号の規定内容がどのように変わったのかを示す。
①　溶接方法の記号

１番目の区分Tは，アーク溶接フラックス入りワイヤ
を示している。旧規格では，溶接ワイヤを示す記号Yに
フラックス入りワイヤを示す記号Fを付記して表してい
たが，国際規格との整合化のためにアーク溶接フラック
ス入りワイヤを示す記号としてTとした。
②　引張強さの記号

溶接材料規格（ISO/AWS/JIS）の最新状況
─JIS Z 3318モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼用

マグ溶接フラックス入りワイヤ─
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図１　フラックス入りワイヤの種類の記号の付け方
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２番目の区分は，溶着金属の機械的性質を示すもので
ある。最小引張強さ（MPa）３ケタの上位２ケタで表
しており，その規定内容を表２に示す。国際整合化のた
めにISO 17634 System Bに規定されている「49」，「55」，

「62」，「69」，「XX」計５種類を規定した。なお，溶着金
属の機械的性質を表す「XX」は，受渡当事者間の協定
によるもので，溶着金属の化学成分を示す記号も受渡当
事者間の協定による「G」としている。
③　使用特性の種類の記号

３番目の区分は，使用特性を示すもので，表３に示す
ように，シールドガス，電流の種類，フラックスタイプ
および特徴（参考）を示している。国際整合化のために
ISO 17634 System Bに規定されている計４種類を規定

した。なお，ここで規定した「TG」も受渡当事者間の
協定による使用特性の種類の記号である。
④　適用溶接姿勢の記号

４番目の区分は，適用溶接姿勢を示すもので，国際整
合化のためにISO 17634 System Bに規定されている

「0：下向及び水平すみ肉」「１：全姿勢」の計２種類を規
定した。
⑤　シールドガスの種類の記号

５番目の区分は，シールドガスの種類の記号を示すも
ので，国際整合化のためにISO 17634 System Bに規定
されている下記３種類を規定した。
［C］は，炭酸ガス（CO2）を意味する。
［M］は，アルゴンに20～25％の炭酸ガスを含む混合

表１　新旧JIS対比表

旧規格（JIS Z 3318：1999） 改正規格（JIS Z 3318：2010）

フ
ラ
ッ
ク
ス
入
り
ワ
イ
ヤ
の
区
分
記
号

アーク溶接フラックス入りワイヤを示す記号
溶接ワイヤを示す記号 Y

T
フラックス入りワイヤを示す記号 F

溶着金属の機械的性質を示す記号 適用鋼種として規定

M（490MPa以上） 49 （引張強さ490～670MPa）
CM，1CM（560MPa以上） 55（　同上　550～740MPa）
2CM（630MPa以上） 62（　同上　620～820MPa）

69（　同上　690～890MPa）

溶着金属の衝撃試験温度の記号 シールドガスの種類で規定
C（10℃，27J） 規定なし

使用特性の記号 規定なし

T1
T5
T15
TG

シールドガスを示す記号
C C

G
M（Ar＋20～25％ CO2）
G

溶着金属の主要化学成分の記号 適用鋼種とシールドガスとの組み
合わせで規定

M-C 2M3
CM-C CM
− CML
1CM-C 1CM
− 1CML
− 1CMH
2CM-C 2C1M
− 2C1ML
− 2C1MH
− 5CM
− 5CML
− 9C1M
− 9C1ML
− 9C1MV
− 9C1MV1
− G

溶着金属の水素量の記号 規定なし

H5
H10
H15
記号なしの場合は規定しない

熱処理 規定あり 旧JISと同等
すみ肉溶接試験 規定あり
引張試験の試験片形状 4D 5D

注記　�この対応表では，代表的な対応を記載したが，新旧JISで区分の仕方などが異なるため，すべてのフラックス入りワイヤが必ずしもこのとおりに対
応せず，例外あり。
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ガスを意味する。
［G］は，受渡当事者間の協定による上記以外のガス

溶着金属の主要化学成分の記号
⑥　溶着金属の化学成分の記号

６番目の区分は，溶着金属の化学成分を示すもので，
表４にその規定内容を示す。ISO 17634 System Bでは，
Cr，Mo，VおよびC（炭素）を溶着金属中の質量分率で
レベル分けし，Cr：C，Mo：M，V：Vの記号にレベル
を表す数字を組み合わせた合金記号，及びC（炭素）の
合金記号：L，H又は記号なし，を用いて溶着金属の化
学成分を表しているため，それに倣って計16種類を規定
した。

4　おわりに
耐熱鋼として称されるモリブデン鋼およびクロムモリ

ブデン鋼は，火力発電用ボイラ，石油精製，石油化学，

石炭液化，石炭ガス化などの各分野で反応容器などの重
要構造物に広く利用されている。

これらの鋼種について，ISOでは「Creep-resisting 
steels」とし，JISでは具体的な成分で表す「モリブデン
鋼及びクロムモリブデン鋼」としている。

本稿では，このマグ溶接フラックス入りワイヤを取り
上げて，その改正内容を解説した。なお，８回に渡って
連載してきた溶接材料規格に関する解説は，本稿にて一
旦終了とする。連載以外の溶接材料JISに関する詳細な
解説は，個別のJIS本文に添付されている解説をご覧い
ただきたい。
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表２　溶着金属の機械的性質

ワイヤの種類 引張強さ

MPa

0.2％耐力

MPa

伸びa）

％

熱管理条件

溶着金属の機械
的性質の記号

溶着金属の化学
成分の記号

予熱及び
パス間温度

℃

溶接後熱処理
温度b）

℃
保持時間c）

min
49 2M3 490～670 390以上 18以上 135～165 605～635 60
55 2M3 550～740 460以上 17以上 135～165 605～635 60
55 CM 550～740 460以上 17以上 160～190 675～705 60
55 CML 550～740 460以上 17以上 160～190 675～705 60
55 1CM 550～740 460以上 17以上 160～190 675～705 60
55 1CML 550～740 460以上 17以上 160～190 675～705 60
55 1CMH 550～740 460以上 17以上 160～190 675～705 60
62 2C1M 620～820 530以上 15以上 160～190 675～705 60
69 2C1M 690～890 600以上 14以上 160～190 675～705 60
62 2C1ML 620～820 530以上 15以上 160～190 675～705 60
62 2C1MH 620～820 530以上 15以上 160～190 675～705 60
55 5CM 550～740 460以上 17以上 150～250 730～760 60
55 5CML 550～740 460以上 17以上 150～250 730～760 60
55 9C1M 550～740 460以上 17以上 150～250 730～760 60
55 9C1ML 550～740 460以上 17以上 150～250 730～760 60
69 9C1MV 690～890 565以上 14以上 150～250 730～760 60
69 9C1MV1 690～890 565以上 14以上 150～250 730～760 60
XX G 機械的性質の要求値は，受渡当事者間の協定による。

注記　1MPa＝1N/mm2

注 a）　伸びは，破断伸びとする。
　 b）　�試験材を炉に入れるときの温度は，315℃以下とする。また，315℃以上の温度域において，加熱速度は，280℃ /h以下，かつ，冷却速度は，195℃

/h以下とする。
　 c）　保持時間の許容差は，0min，＋15minとする。

表３　使用特性の記号

記号 シールドガス 電流の種類a） フラックスタイプ 使用特性（参考）
T1 あり DC（＋） ルチール系 溶滴はスプレー移行となり，低スパッタ，高溶着速度，平滑又は若干凸のビード形状。

T5 あり DC（＋）又は
DC（－） ライム系 溶滴はグロビュール移行となり，若干凸のビード形状でスラグは不均一で薄いが，

“T1”に比べて衝撃特性及び耐高温割れ性に優れている。

T15 あり DC（＋） メタル系 溶滴はスプレー移行となり，鉄粉と合金とを主成分とするフラックスであって，ス
ラグ発生量が少ない。

TGb） 受渡当事者間の協定による。

注a）　電流の種類に用いている記号の意味は，次による。
　　　DC（＋）：ワイヤプラス，DC（－）：ワイヤマイナス
　b）　T1，T5及びT15に規定するもの以外に適用する。
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・第２回「JIS Z 3312 軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用のマグ溶接
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103ページ

・第３回「JIS Z 3313 軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼アーク溶接用
フラックス入りワイヤ」，溶接技術，2009年４月号，106～110
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・第４回「ステンレス鋼溶接材料」，溶接技術，2009年５月号，
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表４　溶着金属の化学成分

単位　％（質量分率）

記号
化学成分 a），b），c）

C Si Mn P S Cr Mo V その他

2M3 0.12
以下

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下 － 0.40～

0.65 － －

CM 0.05～
0.12

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

0.40～
0.65

0.40～
0.65 － －

CML 0.05
以下

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

0.40～
0.65

0.40～
0.65 － －

1CM 0.05～
0.12

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

1.00～
1.50

0.40～
0.65 － －

1CML 0.05
以下

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

1.00～
1.50

0.40～
0.65 － －

1CMH 0.10～
0.15

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

1.00～
1.50

0.40～
0.65 － －

2C1M 0.05～
0.12

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

2.00～
2.50

0.90～
1.20 － －

2C1ML 0.05
以下

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

2.00～
2.50

0.90～
1.20 － －

2C1MH 0.10～
0.15

0.80
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

2.00～
2.50

0.90～
1.20 － －

5CM 0.05～
0.12

1.00
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

4.00～
6.00

0.45～
0.65 － Ni0.40以下

5CML 0.05
以下

1.00
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

4.00～
6.00

0.45～
0.65 － Ni0.40以下

9C1M 0.05～
0.12

1.00
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

8.00～
10.50

0.85～
1.20 － Ni0.40以下

9C1ML 0.05
以下

1.00
以下

1.50
以下

0.030
以下

0.030
以下

8.00～
10.50

0.85～
1.20 － Ni0.40以下

9C1MV 0.08～
0.13

0.50
以下

1.20
以下

0.020
以下

0.015
以下

8.00～
10.50

0.85～
1.20

0.15～
0.30

Ni1.0以下
Cu0.25以下
Al0.04以下

Nb0.02～0.10
N0.02～0.07

9C1MV1 0.05～
0.12

0.50
以下

1.25～
2.00

0.020
以下

0.015
以下

8.00～
10.50

0.85～
1.20

0.15～
0.30

Ni1.0以下
Cu0.25以下
Al0.04以下

Nb0.01～0.08
N0.02～0.07

G 化学成分の要求値は，受渡当事者間の協定による。

注a)　分析値は，JIS Z 8401によって，表中に規定する値と同じ有効数字に丸めなければならない。
　b)　“－”は，その化学成分を規定しないことを意味する。
　c)　�鉄以外の成分であって，この表で規定しない成分を溶着金属の分析試験（6.2）の過程で検出したとき又は意図的に添加したときは，それらの成分

の合計は，0.50％（質量分率）以下でなければならない。また，この表で規定しない成分を意図的に添加したときは，分析値を報告しなければなら
ない。


